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斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１． 目的 

本要領は、斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】に係る契約の相

手方となる受託候補者の特定にあたり、公募型プロポーザル方式の実施方法等、必

要な事項を定める。 

 

２． 業務概要 

（１）業 務 名 斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】 

（２）業務内容 町立保育所における給食の調理及び洗浄業務 

（３）業務期間 令和９年３月１日から令和９年３月３１日まで及び令和９年４月１

日から３年間以上５年間以内の期間で年度単位とする。ただし、令

和９年３月１日から３月３１日までは、現行の委託業者との引継ぎ

期間とし、給食業務の開始は令和９年４月１日からとする。 

 

３． 業務に要する費用（応募価格要件上限額） 

３年間の上限額 １１０，９８９，５００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

４年間の上限額 １４７，９８６，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

５年間の上限額 １８４，９８２，５００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

 

※どの業務期間（年数）の提案であっても、見積金額が、業務に要する費用（応募

価格要件上限額）を超過した場合は失格とする。 

 

４． 参加資格 

プロポーザルに参加できる者は、次の各号に掲げる事項を満たす者とする。 

（１）令和８年度において斑鳩町入札参加資格を有しており、かつ、給食業務の取り

扱いを明記していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に
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該当しない者であること。 

（３）公示日から受託候補者特定の日までの間に斑鳩町建設工事等請負契約に係る    

入札参加停止措置要領（平成２３年１２月斑鳩町要領第３号）又は斑鳩町物品購

入等の契約に係る入札参加停止等措置要領（平成２３年１２月斑鳩町要領第４号）

による入札参加停止措置を受けていないこと。 

（４）企画提案書等の提出日において、国税、地方税の滞納がないこと。 

（５）破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申立てがなされていな

いこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てを

していないこと又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

き開始の申立てをしていないこと。ただし、会社更生法の規定による再生計画又

は民事再生法の規定による再生計画について、裁判所の認可決定を受けた者を除

く。 

（７）次のアからオまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

ア 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業

所（町との契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、法

人格を持たない団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人に

あってはその者、支配人及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）

が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が、その属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第

三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又

は暴力団員を利用していると認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与す

る等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与してい

ると認められるとき。 
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オ 上記ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

（８）町が示す「斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契約】委託仕様書」

の業務内容を確実に遂行できる安定的かつ健全な財政能力及び人的体制を有して

いること。 

（９）食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５５条の規定による営業の許可を

有すること。 

（１０）基準日（令和８年９月１日）時点において従業員数が２００名以上いること。 

（１１）集団給食業務の受託実績が過去１０年以内に５件以上あること。 

（１２）奈良県、大阪府、京都府、滋賀県、和歌山県又は兵庫県に本店又は営業所を

有するとともに、同区域内において、保育所（認定こども園を含む。以下同じ。）

の給食調理業務の受託実績が過去１０年以内に３年以上あること。 

（１３）栄養士又は調理師の資格を有し、かつ保育所又は学校給食施設において、１

年以上の調理経験を有する者を各園に１名以上、常時当該業務に従事させること

ができること。 

（１４）基準日（令和８年９月１日）から過去３年の間に、集団給食業務において食

品衛生法の営業停止等の処分を受けていないこと。 

（１５）製造物責任法（平成６年法律第８５号）第３条の規定に定める損害賠償責任

を履行するため、生産物賠償責任保険に加入していること。 

（１６）従業員に対し、安全・衛生教育が徹底され、かつ、「保育所における調理業務

の委託について」、「児童福祉施設等における食事の提供ガイド」、「保育所におけ

る感染症対策ガイドライン」その他のこども家庭庁・厚生労働省・文部科学省が

定めるマニュアルその他関係通知等に基づき、自社の衛生管理マニュアルを確立

し、現にこれに基づき調理業務を行っていること。 

（１７）保育所給食の意義や特色を十分理解し、その円滑な実施に協力できること。 

（１８）上記の条件に適合する業務代行保証人を得ることができること。 
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５． 現地説明会（見学会） 

※本プロポーザルに参加を検討している場合は、必ず現地説明会（見学会）に出席

すること。 

（１）開催日時 令和８年８月２６日（水）午後２時３０分 

（２）開催場所 斑鳩町立たつた保育園（斑鳩町龍田１丁目５番１号） 

斑鳩町立あわ保育園（斑鳩町阿波３丁目５番３３号） 

※たつた保育園での見学後、あわ保育園での見学を行います。 

※車両等の移動手段と、調理室への入室のため、上履きを用意すること。 

（３）申込方法 ８月２４日（月）の午後５時までに子育て支援課に電子メール

（kosodate@town.ikaruga.nara.jp）で申し込みを行い、参加人数、移動手段等に

ついて申し出ること。 

 

６． 質問の受付及び回答 

（１）提出期限  令和８年９月１日（火）午後５時００分まで（必着） 

（２）提出方法  別添の質疑書（様式１）を電子メールに添付し送付すること。 

※電話で送信した旨を伝え、子育て支援課で着信したことを確認すること。  

※質問は簡潔に記入すること。 

※電子メールの件名は「【貴社名】プロポーザル質問書」とし、Word データの

まま添付ファイルで送付すること。 

※指定された方法以外での質問や期限を過ぎた質問は一切受け付けない。 

（３）提出先  住民生活部子育て支援課 

     ・電子メール：kosodate@town.ikaruga.nara.jp 

（４）回答日  令和８年９月７日（月） 

（５）回答方法 町ホームページに掲載 
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７． 参加表明手続き（兼参加資格確認申請）・企画提案書等の作成及び提出 

（１）参加表明手続き 

ア 本プロポーザルに参加を希望する事業者は，下記関係書類を以下のとおり提出

すること。 

<提出書類１> 

① 参加表明書（兼参加資格審査申請書）（様式２） 

② 参加資格確認書（様式３） 

③ 事業者概要（様式４）   

④ 業務受託実績（様式５）  

⑤ 保育所給食に対する基本的な考え方【提案Ⅰ】（様式６） 

⑥ 円滑な業務遂行の考え方【提案Ⅱ】（様式７） 

⑦ 調理従事者の配置計画【提案Ⅲ】（様式８） 

⑧ 調理従事者への研修計画【提案Ⅳ】（様式９） 

⑨ 安全衛生管理体制【提案Ⅴ】（様式１０） 

⑩ 見積金額【提案Ⅵ】（様式１１） 

<提出書類２>  

⑪ 会社パンフレット 

⑫ 納税証明書（滞納のない証明書）（国税・都道府県税） 

⑬ 生産物賠償責任保険の保険証書（写） 

⑭ 衛生管理マニュアル 

 

イ 提出部数  各６部をファイル綴じ 

（①と②は押印のある原本各１部、⑫は原本各１部、複写各５部

とする） 

ウ 提出期限  令和８年９月１１日（金）午後５時００分まで 

※土日祝日を除く役場開庁日のみとする。 

エ 提出方法  窓口受付（郵送・電子メール・ＦＡＸは不可） 

オ 提出場所  斑鳩町住民生活部子育て支援課 
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カ 作成要領 ・①～⑭の順にファイルに綴じ、６部を提出すること。（正本１部、

副本５部） 

・参考資料を添付する場合も、該当する資料の直後に、挟み込みを

行うこと。 

        ・ファイルには「斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業務【長期継続契

約】に係る公募型プロポーザル 提出書類」と「会社名」を明記

すること。 

・提出書類は、原則Ａ４サイズとする。Ａ４サイズ以上の資料につ

いては、Ａ４サイズに折込を行ったうえで、ファイリングするこ

と。 

        ・文字の大きさは原則として１０ポイント以上とすること。 

        ・各様式内の留意事項を参照して作成すること。 

 

８． 参加資格の可否 

  参加表明書及び提出書類等が提出された場合は、参加資格の審査を行い、参加資

格の可否について通知する。 

（１）通知日  参加表明書の提出後、５営業日以内（役場閉庁日を除く） 

（２）通知方法 電子メール又はＦＡＸ 

※参加資格がない場合は、提出書類に不備がなくても、以降の審査は行わない。 

 

９． 審査手順 

選考にあたっては、参加資格の可否の確認後、斑鳩町立保育所給食調理・洗浄業

務【長期継続契約】プロポーザル審査委員会による２段階審査（第１次審査、第２

次審査において、評価項目ごとに得点化（満点２００点））を経て、総合評価によ

り、優先交渉権者等を決定する。その後に、優先交渉権者等の優先順位に従い、仕

様書及び提案書の内容に基づいて協議し、双方の合意により、当該業務の契約者に

ついて決定する。 
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１０．第１次審査（書類審査 参加資格確認も兼ねる） 

参加表明と同時に所定の書類を提出することとし、評価基準に基づいて、審査委

員会が評価・採点する。また、参加表明者が多数の場合は、第１次審査により、得

点化された点数に基づき、５社以内に絞ることができることとする。 

ア 審査項目 経営基盤、業務遂行の姿勢、配置体制、安全衛生管理体制、事業費 

イ 審査方法 書面審査 

ウ 審査配点 経営基盤     ４０点 

        業務遂行の姿勢  １２点 

        配置体制     １８点 

        安全衛生管理体制 ３０点 

        事業費      ５０点 

エ 審査日  令和８年１０月５日（月） 

※提出書類、提出部数、提出期限、提出方法、提出場所、作成要領は、「７．参加

表明手続き（兼参加資格確認申請）・企画提案書等の作成及び提出」のとおりと

する。 

 

１１．第２次審査 

第１次審査で選考された事業者を対象に、審査委員会委員において、プレゼンテ

ーションとヒアリングによる第２次審査を行う。 

ア 実施日程  令和８年１０月１９日（月）午後２時 

イ 実施場所  斑鳩町役場内会議室（詳細については別途通知する。） 

ウ 審査方法  プレゼンテーション及びヒアリングによる 

エ 審査項目  安全に関する考え方と取り組み、業務の仕様の理解と実行性など 

オ 審査配点  安全に関する考え方と取り組み  ２０点 

         業務の仕様の理解と実行性    １５点 

         企業の社会貢献性        １０点 

         説明や資料の具体性と説得性    ５点 

※プレゼンテーションは、1社あたり４０分（提案２０分、質疑２０分）とする。 

※パワーポイントを用いて、審査項目を踏まえたうえで、独自性や創意工夫の提案
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を行うこと。 

※提案書の内容と著しく異なるプレゼンテーションは認めない。 

※プレゼンテーションの順番は本町において決定する。 

※出席者は５名以内とする。 

※当日は、プロジェクター、スクリーン及び電源は町が準備し、パソコンその他の

説明に必要な機材やソフトは、参加者が用意する。 

 

１２．選考結果の公表と通知 

第２次審査後の選考結果は、最優秀提案者を斑鳩町のホームページに掲載すると

ともに、全参加者あてに結果の通知を行う。 

（１）結果通知  令和８年１０月下旬 

（２）通知方法  郵送による。 

 

１３．日程 

公示（公募開始）       令和８年８月１７日（月） 

現地説明会（見学会）     令和８年８月２６日（水）午後２時３０分から 

質問受付締切         令和８年９月１日（火）午後５時まで 

質問に対する回答期限     令和８年９月７日（月） 

参加表明書提出期限（資格確認申請及び第１次審査提出書類の提出） 

令和８年９月１１日（金）午後５時まで 

参加資格結果通知       参加表明書等受領日から５営業日以内 

書類審査（第１次審査）    令和８年１０月５日（月） 

書類審査結果通知       令和８年１０月上旬【予定】 

プレゼンテーション（第２次審査） 

令和８年１０月１９日（月）午後２時から 

選定結果通知         令和８年１０月下旬【予定】 

契約締結           令和８年１０月下旬【予定】 

業務開始           令和９年３月１日（月） 
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１４．失格事項 

参加表明者、若しくは提出された企画提案書等が、次のいずれかに該当する場合

は、その提案を失格とする。 

（１） 企画提案書等の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

（２）参加資格を有しないことが判明したもの又は契約締結までの間に参加資格の   

要件に該当しなくなったもの 

（３）企画提案書等の作成形式及び記載上の留意事項に示された要件に適合しないも

の 

（４）ヒアリング等に出席しなかったもの 

（５）虚偽の申請を行い、提案資格を得たもの 

（６）本業務の公正な業務執行を阻害するもの 

 

１５．契約 

  受託候補者特定後、随意契約に係る協議を行い、協議が整い次第、速やかに随意

契約の手続きを行う。なお、その際には、受託候補者に特定された者はあらためて

見積書を提出するものとする。 

 

１６．その他留意事項 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限るも

のとする。 

（２）企画提案書等の提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めない。 

（３）提出書類に虚偽の記載をした場合は、提出書類を無効とするとともに、本業務

の参加資格の喪失及び入札参加停止措置を行うことがある。 

（４）参加表明書又は参加申込書の提出後、都合により参加を辞退することになった

場合は、速やかに書面（様式１２）により、子育て支援課あてに提出しなければ

ならない。 

（５）提出書類は返却しないとともに、本業務の目的を達成する以外には提出者に無

断で使用しない。 

（６）書類の作成、提出及びその説明に係る費用は、提出者の負担とする。 
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（７）企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとす

る。ただし、受託候補者に特定された者が作成した企画提案書等の書類について

は、町は、受託候補者にあらかじめ承諾を得ることにより、その一部又は全部を

無償で使用（複製、転記又は転写をいう。）することができるものとする。 

（８）参加を表明した者が 1社であっても、審査を行うものとするが、評価点の合計

が満点の６割に満たない場合は、最優秀提案者なしとする。 

（９）プロポーザル提案書の審査経過については一切公開しない。また、審査結果に

対しての異議申立ては、受け付けない。 

（１０）企画提案書等について情報公開請求があった場合は、斑鳩町公文書の開示に

関する条例（平成１０年３月斑鳩町条例第１号）に基づき公開することがある。 

 

１７．担当部署（提出・問合せ先） 

  斑鳩町住民生活部子育て支援課 担当者：東條 

 

  〒６３６－０１４２ 

奈良県生駒郡斑鳩町小吉田１丁目１２番３５号 斑鳩町総合保健福祉会館内 

  電話：０７４５－７５－１１５２  ＦＡＸ：０７４５－７５－１１５３ 

  電子メール：kosodate@town.ikaruga.nara.jp 


